
平成 22年 2月 12日 

会 員 各 位 

東京都品川区東品川四丁目 12 番 3 号 

品川シーサイド楽天タワー内 

一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人 eeee ビジネスビジネスビジネスビジネス推進連合会推進連合会推進連合会推進連合会    
代表理事   三木谷 浩 史 

 

設設設設    立立立立    総総総総    会会会会    招招招招    集集集集    ごごごご    通通通通    知知知知    

 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

 さて、当法人設立総会を下記のとおり開催いたしますことをここにご通知いたします。

万障お繰り合わせの上、ご出席くださいますようお願い申し上げます。 

 なお、当日ご欠席の場合には、代理人によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の設立総会参考資料をご検討のうえ、同封の委任状に必要事項をご記入、

押印の上、平成 22 年 2 月 18 日（木曜日）午後 23 時 59 分までに事務局に到着するように

郵送もしくはファクシミリにてご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 

記  

 

1. 日     時 平成 22 年 2月 22 日（月曜日）  午後 3 時 

2. 場     所 〒108-8612 東京都港区高輪 3-13-1 

  グランドプリンスホテル新高輪 国際館パミール 

   

3. 目 的 事 項 

 報告事項   1. 年間事業計画について 

        2. 会員の状況について 

 決議事項   第 1 号議案 定款承認の件 

        第 2 号議案 入会金及び会費の決定の件 

        第 3 号議案 幹事 3 名選任の件 

        第 4 号議案 監事 1 名選任の件 

        第 5 号議案 会員規約の制定の件 

4. 招集にあたっての決定事項 

代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する会員に委任する場合に限ら

れます。なお、代理人は 1 名とさせていただきます。 

以 上 

設立総会参考資料に修正が生じた場合は、当法人 Web サイト（http://jeba.jp/）に掲載させていただきます。 



設立設立設立設立総会総会総会総会    参考参考参考参考資料資料資料資料    

 

第 1号議案 定款承認の件 

 

当法人の活動開始にあたり、設立時定款を変更したいと存じます。 

1. 主な変更点 

該当条項 変更、追記箇所 

第 5条（機関の設置）、第 6条（法人の構成

員）、第 26条（役員の設置）他 

「幹事」、「会長」「副会長」の 2 種の役職、

「一般会員」（社員）「賛助会員」の 2種の「会

員」の呼称を使用 

第 19条（招集） 総会の招集通知を電磁的方法で発すること

ができる。 

第 32条（報酬等） 役員の報酬は無報酬とする 

第 41条（決議） 幹事会の決議は、決議について特別の利害関

係を有する幹事を除く幹事の全員一致をも

って行う 

 

2. 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

 

 

一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人ｅｅｅｅビジネスビジネスビジネスビジネス推進連合会定款推進連合会定款推進連合会定款推進連合会定款    

 

 

第第第第１１１１章章章章        総総総総        則則則則    

 

（名称） 

第 １ 条 当法人は、一般社団法人ｅビジネス推進連合会と称し、英文では、 Japan 

e-Business Association （略称「JeBA」）と表記する。 

 

（主たる事務所） 

第 ２ 条 当法人は、主たる事務所を東京都品川区に置く。 

 

（目的及び事業） 

第 ３ 条 当法人は、ｅビジネス、ＩＴビジネスを通じ、国政の健全な運営、地域社会の

健全な発展に資することを目的とし、また、ｅビジネス、ＩＴビジネスの公正

かつ自由な経済活動の確保、促進及びその活性化による国民生活の安定向上に



寄与することを目的として、次の事業を行う。 

     １．会員を対象とした交流会、フォーラムの開催 

     ２．ｅビジネス、ＩＴビジネスに関連した各種調査・研究及びレポート作成 

並びに公開 

     ３．先進事例、優良サービス等の助成・表彰 

     ４．会員を対象とした専門窓口の設置と専門家の紹介 

     ５．前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

 

（公告） 

第 ４ 条 当法人の公告は、電子公告により行う。 

   ２ 事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、

官報に掲載する方法により行う。 

 

（機関の設置） 

第 ５ 条 当法人は、幹事会及び監事を置く。 

 

 

第第第第２２２２章章章章        会会会会        員員員員    

 

（法人の構成員） 

第 ６ 条 当法人の会員は、次の２種とする。 

     （１）一般会員 当法人の目的に賛同し、入会した法人及び個人事業主 

     （２）賛助会員 当法人の目的に賛同し、事業を賛助するため入会した法人及

び個人事業主 

   ２ 前項の会員のうち一般会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律（以下「一般社団法人法」という）上の社員とする。 

 

（入会） 

第 ７ 条 当法人の会員となるには、当法人所定の様式による申込みをし、幹事会の承認

を得るものとする。 

   ２ 法人が会員となる場合には、その代表として当法人に対しその権利を行使する

者１名（以下「会員代表者」という。法人登記上の代表者たることは要しない。）

を定め、当法人に届けなければならない。 

   ３ 会員代表者を変更した場合は、速やかに別に定める変更届を当法人に提出しな

ければならない。 

 

 ４ 当法人の定款第４７条で定める事業年度（以下「事業年度」という）の途中で、



既に入会した会員がその会員種類区分を変更することは認めない。既に取得し

た区分と異なる種類区分にて入会を希望する会員は、新たに取得することにな

る当該種類区分における入会金及び会費を、事業年度内のどの時点において入

会したかに関わらず当法人に改めて納入したのち、既に取得した区分の退会手

続きを行うものとする。 

 

（入会金及び会費） 

第 ８ 条 当法人の事業活動に経常的に生じる費用に充てるため、会員は、幹事会で定め

る入会金及び会費を幹事会で定める期限までに支払う義務を負う。 

 

（任意退会） 

第 ９ 条 会員は、別に定める退会届を当法人に提出することで、任意に退会することが

できる。 

 

（除名） 

第１０条 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の決議によってこれを除名

することができる。ただし、この場合の決議は、総一般会員の３分の２以上に

当たる多数をもって行わなければならない。 

     （１）当法人の定款又は別途幹事会で定める会員規約その他諸規定に対する重

大な違反が生じた場合 

     （２）当法人の名誉を著しく毀損する行為、又は当法人の目的に反する行為、

又は会員としての品格を損なう行為があったと当法人が認めた場合 

（３）幹事会で別途定める会員規約上の禁止行為に該当する行為をしたと当法

人が認めた場合 

（４）会員が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係

企業、総会屋、社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力集団、及びこれらに

準じるもの）であることが判明した場合あるいは反社会的勢力との関与

が明らかになった場合 

（５）その他、除名すべき相当の事由が発生した場合 

   ２ 前項の規定により会員を除名する場合は、当該会員に当該総会の日から１週間

前までにその旨を通知し、かつ、総会において弁明する機会を与えなければな

らない。 

 

（会員資格の喪失） 

第１１条 前２条のほか、会員が、以下のいずれかの事項に該当した場合は、会員資格を

喪失する。 

（１）第８条に定める入会金又は会費の支払いが行われない場合 



（２）総一般会員が同意した場合 

（３）破産手続、民事再生手続、会社更生手続、特別清算その他の法的倒産手続

の申し立てがあったとき、又は解散（法令に基づく解散を含む）、清算（特

別清算を含む）もしくは内整理の手続に入ったとき 

（４）個人事業主たる当該会員が廃業し、又は死亡したとき 

 

（会員資格喪失に伴う権利義務） 

第１２条 会員が、前３条の規定により会員資格を喪失した場合は、当法人に対する会員

としての権利を失い、義務を免れる。一般会員については、一般法人法上の社

員としての地位を失う。ただし、除名された又は会員資格喪失年度に会員の特

典利用等権利を行使した会員であって、未払いの会費等がある場合には、当該

会員は退会後も当法人に対する未払い分の支払いを免れないものとする。 

２ 当法人は、会員がその資格を喪失しても、既納の入会金、会費、その他の拠出

金品は、これを返還しない。 

 

（会員名簿） 

第１３条 当法人は、会員の氏名又は名称及び住所を記載又は記録した会員名簿を作成し、

当法人の主たる事務所に備え置くものとする。会員名簿の一般会員に関する部

分をもって、一般社団法人法上の社員名簿とする。 

   ２ 当法人の会員に対する通知又は催告は、会員名簿に記載又は記録した住所又は

会員が当法人に通知した居所に宛てて行うものとする。 

 

（会員資格等の処分の禁止） 

第１４条 当法人は、会員がその会員としての資格及び会員の特典を受けることができる

権利を、譲渡、質入れ、その他一切の処分をすることを認めない。 

 

 

第第第第３３３３章章章章        総総総総        会会会会    

 

（種類） 

第１５条 当法人の総会は、定時総会、臨時総会の２種とする。 

 

（構成） 

第１６条 総会は、すべての一般会員をもって構成する。 

２ 総会における議決権は、一般会員１名につき１個とする。 

 

（権限） 



第１７条 当法人の総会は、次の事項について決議する。 

     （１）会員の除名 

     （２）幹事及び監事の選任又は解任 

     （３）幹事及び監事の報酬等の額 

     （４）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）並びにこれらの附属

書類の承認 

     （５）定款の変更 

     （６）解散及び残余財産の処分 

     （７）その他総会で決議するものとして法令又は本定款で定められた事項 

 

（開催） 

第１８条 定時総会は、毎事業年度の終了後３か月以内に開催し、臨時総会は、必要に応

じて開催する。 

 

（招集） 

第１９条 総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、幹事会の決議に基づき会長が招

集する。ただし、その者に事故若しくは支障があるときは、あらかじめ幹事会

において定めた順位により、他の幹事がこれに代わるものとする。 

   ２ 一般会員は、総一般会員の１０分の１以上の議決権をもって、会長に対し、総

会の目的たる事項及び招集の理由を示して、総会の招集を請求することができ

る。 

   ３ 総会の招集は、当該総会の日の１週間前までに、各一般会員に対してその通知

を発しなければならない。 

   ４ 前項の通知は、電磁的方法により発することができる。 

 

（招集手続の省略） 

第２０条 総会は、一般会員全員の同意があるときは、招集手続を経ずに開催することが

できる。 

 

（議長） 

第２１条 総会の議長は、会長がこれに当たる。会長に事故若しくは支障があるときは、

当該総会において議長を選出する。 

 

（決議） 

第２２条 総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総一般会員の過半数が出

席し、出席した当該会員の議決権の過半数をもってこれを行う。 

   ２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総一般会員の議決権の３分の２以上に



当たる多数をもって行う。 

     （１）会員の除名 

     （２）幹事及び監事の解任 

     （３）定款の変更 

     （４）解散 

     （５）その他法令で定められた事項 

 

（総会の決議の省略） 

第２３条 総会の決議の目的たる事項について、幹事又は一般会員から提案があった場合

において、その提案に一般会員の全員が書面又は電磁的記録によって同意の意

思表示をしたときは、その提案を可決する旨の総会の決議があったものとみな

す。 

 

（議決権の代理行使） 

第２４条 一般会員は、代理人をもって議決権を行使することができる。ただし、代理人

は当法人の役員又は一般会員でなければならない。 

   ２ 前項の代理人は、代理権を証する書面を総会ごとに当法人に提出しなければな

らない。 

 

（議事録） 

第２５条 総会の議事については、法令の定めるところにより書面若しくは電磁的記録を

もって議事録を作成し、総会の日から１０年間主たる事務所に備え置く。 

 

 

第第第第４４４４章章章章        役役役役        員員員員    

 

（役員の設置） 

第２６条 当法人に、次の役員を置く。この場合、幹事をもって一般社団法人法上の理事

とする。 

      幹事 ３名以上1０名以内 

      監事 １名以上３名以内 

   ２ 幹事のうち、１名を会長、１名を副会長とする。この場合、会長をもって一般

社団法人法上の代表理事とする。 

 

（役員の選任） 

第２７条 役員は、一般会員である法人の代表者又は個人事業主の中から総会の決議によ

って選任する。 



   ２ 会長及び副会長は、幹事の互選とする。 

 

（幹事の職務及び権限） 

第２８条 幹事は、幹事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執

行する。 

   ２ 会長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業

務を執行する。 

 

（監事の職務及び権限） 

第２９条 監事は、幹事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を

作成する。 

   ２ 監事は、いつでも、幹事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務

及び財産の状況の調査をすることができる。 

 

（役員の任期） 

第３０条 幹事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

   ２ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

   ３ 補欠として選任された幹事又は監事の任期は、前任者の任期が満了する時まで

とする。 

   ４ 増員により選任された幹事の任期は、他の在任幹事の任期が満了する時までと

する。 

   ５ 役員は、辞任又は任期の満了後において、定員を欠くに至った場合には、新た

に選任された者が就任するまでは、その職務を行う権利義務を有する。 

 

（役員の解任） 

第３１条 役員は、総会の決議によって解任することができる。ただし、総一般会員の３

分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

   ２ 役員が定款第１１条により会員資格を喪失した場合には、解任する。 

 

（報酬等） 

第３２条 役員は無報酬とする。 

 

（取引の制限） 

第３３条 幹事が次に掲げる取引をしようとする場合は、幹事会において、その取引につ

いて重要な事実を開示し、幹事会の承認を得なければならない。 



     （１）自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 

     （２）自己又は第三者のためにする当法人との取引 

     （３）当法人がその幹事の債務を保証することその他幹事以外の者との間にお

ける当法人とその幹事との利益が相反する取引 

 

（役員等の責任の免除） 

第３４条 当法人は、一般社団法人法第１１４条の規定により、幹事会の決議をもって、

同法第１１１条の行為に関する幹事（幹事であった者を含む。）の責任を法令の

限度において免除することができる。 

   ２ 当法人は、一般社団法人法第１１４条の規定により、幹事会の決議をもって、

同法第１１１条の行為に関する監事（監事であった者を含む。）の責任を法令の

限度において免除することができる。 

 

（外部役員等の責任限定契約） 

第３５条 当法人は、一般社団法人法第１１５条の規定により、外部幹事との間に、同法

第１１１条の行為による賠償責任を限定する契約を締結することができる。た

だし、その契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額と

する。 

   ２ 当法人は、一般社団法人法第１１５条の規定により、外部監事との間に、同法

第１１１条の行為による賠償責任を限定する契約を締結することができる。た

だし、その契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額と

する。 

 

 

第第第第５５５５章章章章        幹幹幹幹    事事事事    会会会会    

 

（構成） 

第３６条 幹事会は、すべての幹事をもって構成する。 

 

（権限） 

第３７条 幹事会は、次の職務を行う。 

     （１）当法人の業務執行の決定 

     （２）幹事の職務執行の監督 

     （３）会長及び副会長の選定及び解職 

 

（招集） 

第３８条 幹事会は、会長が招集する。 



   ２ 幹事会の招集は、当該幹事会の日の５日前までに、各幹事及び監事に対してそ

の通知を発しなければならない。 

   ３ 幹事及び監事は、会長に対し、幹事会の招集を請求することができる。 

   ４ 前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２

週間以内の日を幹事会の日とする幹事会の招集の通知が発せられない場合には、

その請求をした幹事及び監事は、幹事会を招集することができる。 

   ５ 会長に事故若しくは支障があるときは、あらかじめ幹事会において定めた順位

により、他の幹事が幹事会を招集する。 

 

（招集手続の省略） 

第３９条 幹事会は、幹事及び監事の全員の同意があるときは、招集手続を経ずに開催す

ることができる。 

 

（議長） 

第４０条 幹事会の議長は、会長がこれに当たる。会長に事故若しくは支障があるときは、

あらかじめ幹事会において定めた順位により、他の幹事がこれに代わるものと

する。 

 

（決議） 

第４１条 幹事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する幹事を除く幹事の全員

一致をもって行う。 

 

（幹事会の決議の省略） 

第４２条 幹事が幹事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該

提案につき議決に加わることができる幹事の全員が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案に異議を述べた場合を除く。）は、

当該提案を可決する旨の幹事会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第４３条 幹事会の議事については、法令で定めるところにより書面若しくは電磁的記録

をもって議事録を作成し、幹事会の日から１０年間その主たる事務所に備え置

く。 

 

 

第第第第６６６６章章章章        基基基基        金金金金    

 

（基金の募集） 



第４４条 当法人は、会員又は第三者に対し、基金の拠出を求めることができる。 

   ２ 基金の募集、割り当て及び払い込み等の手続きについては、幹事会が決定する。 

 

（基金の拠出者の権利に関する規定） 

第４５条 当法人の基金は、当法人が基金拠出者と合意した期日までは返還しない。 

   ２ 拠出者より払い込み又は給付のあった基金は、当該拠出者からの預金とし、こ

の定款の定めに従って当該拠出者に返還される。 

   ３ 基金の返還に係る債権には利息を付さない。 

   ４ 基金の拠出者は、基金の返還に係る債権を幹事会の承認なしに他に譲渡し又は

担保に供してはならない。 

   ５ 基金の拠出者は、当法人の運営につき議決権その他の権限を有するものではな

い。 

   ６ 基金の拠出者は、当法人の会員たる地位を兼ねることができる。 

 

（基金の返還手続き） 

第４６条 当法人の基金の返還は、定時総会の決議に基づき、一般社団法人法第１４１条

第２項に定める限度額の範囲内で行うものとする。 

 

 

第第第第７７７７章章章章        計計計計        算算算算    

 

（事業年度） 

第４７条 当法人の事業年度は、毎年１月１日から１２月３１日までの年１期とする。 

 

（剰余金） 

第４８条 当法人は、剰余金の分配を行うことができない。 

 

(事業報告及び収支決算) 

第４９条 当法人の事業報告及び収支決算については、毎事業年度終了後、会長が当該事

業年度に関する次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、幹事会の承認を

経て、定時総会に提出し又は提供しなければならない。 

（１）事業報告書及びその附属明細書 

（２）貸借対照表及び損益計算書並びにこれらの附属明細書 

   ２ 事業報告については、会長がその内容を定時総会に報告しなければならない。 

   ３ 貸借対照表及び損益計算書については、定時総会の承認を受けなければならな

い。 

 



 

第第第第８８８８章章章章        事事事事    務務務務    局局局局    

    

（事務局） 

第５０条 当法人に、当法人の事務を処理するために事務局を置く。 

   ２ 事務局に、事務局長及び必要な職員を置き、幹事会が任免する。 

   ３ 事務局職制は、幹事会の承認を経て、事務局長が定める。 

   ４ 本法人は、必要な数の事務局員を雇用する。 

   ５ 事務局の組織及び運営に関し、必要な事項は、幹事会が決定する。 

 

（帳簿及び書類） 

第５１条 事務局には、常に法令で定められている範囲で、次の帳簿及び書類を備えて 

     置かなければならない。 

     （１）定款 

     （２）名簿及び会員の異動に関する書類 

     （３）幹事、監事その他職員の名簿及び履歴書 

     （４）許可、認可及び登記に関する書類 

     （５）定款に定める機関の議事に関する書類、各種議事録 

     （６）収入、支出に関する帳簿及び証拠書類 

     （７）資産、負債及び正味財産の状況を示す書類 

     （８）その他必要な帳簿及び書類 

    

    

第第第第９９９９章章章章        定款定款定款定款のののの変更及変更及変更及変更及びびびび解散解散解散解散    

 

（定款の変更） 

第５２条 本定款は、総会の決議によって変更することができる。 

 

（解散） 

第５３条 当法人は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第５４条 当法人が清算をする場合において有する残余財産は、総会の決議を経て、公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人

又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

 



第第第第１０１０１０１０章章章章        附附附附        則則則則    

（最初の事業年度） 

第５５条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から平成２２年１２月３１日まで

とする。 

 

（会員規約その他諸規定及び法令の準拠） 

第５６条 会員の入退会及び権利義務等本定款に定めのない事項は、別途幹事会で定める

会員規約その他諸規定、一般社団法人法及びその他の法令に従う。 

 

 

 

平成２１年１２月３日 施行 

平成２２年２月２２日 改定 

 

 



第 2号議案 入会金及び会費の決定の件 

 

当法人の入会金及び年会費を次のように決定したいと存じます。また、入会金及び会費を

今後変更する場合は、幹事会の承認をもって決定させていただきたく、あわせてご承認の

ほどお願い申し上げます。 

 

1. 会員は、定款で定める事業年度内のどの時点において入会したかに関わらず、以下の区

分に従って入会金及び年会費（以下「会費等」という）を納めなければならない。 

（1） 一般会員 （入会金）1万円  （年会費）10万円/1口 

（2） 賛助会員 （入会金）なし  （年会費）1万円/1口 

2. 会費等は、原則として当法人発行の請求書による前納一括払いとし、入会申込みが承認

されたことを知らせる当法人からの通知を受け取ってから 45日以内に当法人が指定す

る銀行口座に振込みによって入金するものとする。 

3. 会員資格が更新された場合には、年会費は、更新年度の最初の月末までに当法人が指定

する銀行口座に振込みによって入金するものとする。 

4. １度収められた会費等については、如何なる理由をもっても返還しない。 

 

第 3号議案 幹事 3名選任の件 

 

当法人の活動開始にあたり、本総会終了時をもって設立登記時の理事（4名）が全員退任い

たしますので、幹事 3名の選任をお願いしたいと存じます。 

幹事の候補者は次のとおりでございます。 

候補者 

番号 
氏 名 現 職 

1 三木谷 浩史 楽天株式会社   代表取締役会長兼社長 

2 井上  雅博 ヤフー株式会社 代表取締役社長 

3 藤田  晋 株式会社サイバーエージェント 代表取締役社長 CEO 

 

第 4号議案 監事 1名選任の件 

 

当法人の活動開始にあたり、本総会終了時をもって設立登記時の監事（1名）が退任いたし

ますので、監事 1名の選任をお願いしたいと存じます。 

監事の候補者は次のとおりでございます。 

候補者 

番号 
氏 名 現 職 

1 金丸 恭文 フューチャーアーキテクト株式会社 代表取締役 CEO 

 



第 5号議案 会員規約の制定の件 

 

当法人の会員規約を次のとおり定めたいと存じます。また、会員規約を今後変更する場合

は、幹事会の承認をもって決定させていただきたく、あわせてご承認のほどお願い申し上

げます。 

 

 

一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人ｅｅｅｅビジネスビジネスビジネスビジネス推進連合会会員規約推進連合会会員規約推進連合会会員規約推進連合会会員規約    

 

 

第 1 条（目的） 

この規約は、一般社団法人ｅビジネス推進連合会（以下「当法人」という）の定款（以

下「定款」という）５８条に基づき、当法人の会員（以下「会員」という）の入退会及

び権利義務等について定めるものである。 

 

第 2 条（会員の資格及び種類） 

1 当法人の指定する手続きに基づき、当法人へ入会を申し込み、当法人の幹事会（以下「幹

事会」という）が承認したものを会員とする。 

2 会員の種類は、定款第 6条の定めのとおり、一般会員と賛助会員とする。 

 

第 3 条（入会申込みと承認・不承認） 

1. 会員となろうとする者は、当法人の指定する方法により入会申込みを行い、幹事会の

承認を得なければならない。 

2. 当法人は、以下のいずれかの項目に該当する場合、入会申込みを受付けないことがあ

る 

（1） 当法人の趣旨に賛同していない 

（2） 過去に当法人の除名処分を受けたことがある 

（3） 入会申込みの登録事項に、虚偽記載、誤記または記入洩れがある 

（4） その他受付時に不適切と判断されたとき 

3. 幹事会において入会申込みが承認された場合、当法人は、当該入会申込みをした者に

対し、すみやかに通知するものとする。 

4. 入会申し込みをした者の会員としての資格は、当法人が前項の通知を行った時点から

生じるものとする。 

5. 当法人は、入会申込みが幹事会において不承認とされた場合、入会申込みを行った者

に対して一切責任を負わないものとし、かつ、入会申込みが不承認とされた理由を説

明または開示する義務を負わないものとする。 

 



 

第 4 条（入会金及び年会費） 

1. 会員は、定款で定める事業年度（以下「事業年度」という）内のどの時点において入

会したかに関わらず、以下の区分に従って入会金及び年会費（以下「会費等」という）

を納めなければならない。 

（1） 一般会員 （入会金）1 万円  （年会費）10 万円/1 口 

（2） 賛助会員 （入会金）なし  （年会費）1万円/1 口 

2. 会費等は、原則として当法人発行の請求書による前納一括払いとし、入会申込みが承

認されたことを知らせる当法人からの通知を受け取ってから 45日以内に当法人が指定

する銀行口座に振込みによって入金するものとする。 

3. 本規約第７条２項の定めにより会員資格が更新された場合には、年会費は、更新年度

の最初の月末までに当法人が指定する銀行口座に振込みによって入金するものとする。 

4. 一度納められた会費等については、如何なる理由をもっても返還しない。 

 

第 5 条（会員の特典利用） 

1. 会員は、以下の各号に定める特典を利用する権利を有するものとする。 

（1） 一般会員 

① 総会での議決権 

② ワーキンググループへの参加 

③ 各種勉強会、フォーラムへの参加 

④ e ビジネス白書の提供 

⑤ e ビジネスに関するメール等での当法人からの情報提供等 

⑥ その他、当法人の行う活動への参加 

（2） 賛助会員 

① e ビジネス白書の提供 

② e ビジネスに関するメール等での当法人からの情報提供等 

③ その他、当法人の行う活動への参加 

2. 当法人は次に該当する場合には、会員に事前に連絡することなく、一時的に特典の

提供を中断する場合がある。この場合、当法人は可能な限り速やかに特典の提供を

再開するよう努力するが、中断期間に相当する会費の返還は行わない。 

（1） 火災、停電等により特典の提供ができなくなった場合 

（2） 地震、噴火、洪水、津波等の天災により特典の提供ができなくなった場合 

（3） 戦争、暴動、争乱等により特典の提供ができなくなった場合 

（4） その他、運用上、技術上特典の提供の一時的な中断を必要と判断した場合 

 

第 6 条（会員の義務） 

会員は、以下の各号に定める義務を負う 



（1） 当法人の定款並びに本規約その他諸規定、法令及び議決に従う。 

（2） 当法人の会費等を本規約第４条の期限までに納入する。 

 

第 7 条（会員資格の有効期間） 

1 会員の資格及び年会費の有効期間は、当法人が会員に対して入会申込みを承認する通知

をしてから、進行中の事業年度末日までとする。 

2 有効期間満了日の 1ヶ月前までに、当法人又は会員より相手方に対し、書面又は電子メ

ールによる特段の意思表示がない場合には、更に本規約に基づく会員資格の有効期間を

1 年間自動で更新するものとし、以後も同様とする。 

 

第 8 条（任意退会の手続き） 

会員は、1 ヶ月前までに当法人幹事会に書面又は電子メールによって届け出ることによ

り、任意に退会することができる。 

 

第 9 条（禁止事項） 

会員は、以下の行為を行ってはならないものとする。 

（1） 当法人の承認のない当法人名での活動またはその準備を目的とする行為 

（2） 当法人の運営を妨げる行為またはそのおそれのある行為 

（3） 当法人の信用を毀損する行為またはそのおそれのある行為 

（4） 当法人に対して虚偽の申告、届出を行う行為 

（5） その他、当法人が不適当と判断する行為 

 

第 10 条（通知及び連絡先） 

1 会員は入会申込み時に名称（氏名）、住所、電話番号、ファクシミリ番号、Ｅメールア

ドレス等の連絡先情報を当法人に登録するものとする。かかる情報に変更があった場合

には、速やかに当法人の事務局に対して書面、ファクシミリあるいは電子メールによっ

て通知するものとする。ただし、当該の通知を会員が怠ったことにより、不利益を被っ

た場合でも、当法人はその責任を一切負わないものとする。 

2 本規約に基づく当法人から会員に対する通知その他の連絡は、電子メールまたは書面を

もって行うものとする。この場合、当法人は、登録された会員の連絡先に通知すること

をもって通知が行われたものとみなす。 

3 当法人は、会員に対する通知に関しては、当法人の Web サイト上に通知内容を公表する

ことをもって、前項の通知に代えることができるものとする。この場合、公表の時点を

もって、通知が到達したものとみなす。 

4 本規約に基づく会員から当法人に対する通知その他の連絡は、書面又は当法人の電子メ

ールアドレスに対する電子メールによるものとする。 

5 前項の通知が電子メールによって行われた場合は、当法人が判読できる状態で当該電子



メールが到達した時点をもって、当法人に到達したものとする。 

 

第 11 条（個人情報の取り扱い） 

1 当法人は、会員の個人情報を適切に管理するものとする。 

2 会員は、当法人に登録した電子メールアドレスおよびその他の個人情報を以下の目的で

利用することに同意するものとする。 

（1） 当法人に関する情報提供及び関連するセミナー等の会員特典の案内のため 

（2） 会員への、会費に関する確認のため 

（3） 会員種別・登録組織名・所属および役職に関して、会員一覧等として開示する

ため 

 

第 12 条（著作権と著作物の取扱い） 

1 当法人の活動の成果及び活動に関連して当法人または会員により作成された成果（以下

「成果物」という）が、会員以外の第三者に対して公開されることを会員は承諾する。

ただし、当法人は成果物を公開、出版等し、第三者の利用に供する義務を負うものでは

ない。 

2 会員は当法人の活動に関連して行った発言、提案または提供した資料、データ、ソフト

ウェア等の一切の情報（以下「寄与」という）が著作物に該当し、かつ成果物に含まれ

る限りにおいて、当該寄与について、当法人及び第三者に対し、対価の支払いを要する

ことなく、成果物の利用（「利用」とは、使用、複製、改変、翻案、実施、表示、公開、

頒布、再使用許諾等一切の処分権限を含み、以下同じとする。）に必要な範囲内におい

て、自由に使用する無期限の権利を許諾する。 

3 会員は、当法人が成果物を利用する場合、当法人及び第三者に対し、寄与に関する著作

者人格権を行使しないものとする。 

4 寄与に対する会員の著作権を前提として、成果物の著作権は当法人に帰属し、会員は成

果物を、複製・編集・加工・発信・販売・出版その他いかなる方法においても、著作権

法に違反して利用することを禁止する。 

5 会員は、当法人からの合理的な要求があった場合には、当法人の有する成果物の著作権

を保全するために必要な協力をする。 

6 会員は、第三者からの許諾を得ずに、第三者の著作物を寄与として当法人の活動におい

て提供してはならない。寄与が第三者の著作権を侵害するとして紛争が生じた場合、当

該寄与を提供した会員の費用及び責任でこれを解決するものとし、当該会員はこれによ

り当法人に生じた損害につき賠償する責を負う。 

7 会員が退会・除名等により会員資格を喪失した後も、本条の規定は継続して当該会員に

対して効力を有する。 

 

第 13 条（免責及び損害賠償） 



1 当法人または会員が提供する資料、情報等は現状有姿で提供され、これらの内容、これ

らを利用することの結果について、当法人は、第三者の知的財産権の侵害の有無を含め、

なんら保証しない。会員は、当法人の活動に関連して取得した資料、情報等について、

自らの判断によりその利用の採否・方法等を決定するものとし、これらに起因して会員

または第三者が損害を被った場合であっても、当法人は一切責任を負わない。 

2 当法人が会員に対して損害賠償責任を負う場合、その原因の如何にかかわらず、当法人

は、間接損害、特別損害、逸失利益ならびに第三者からの請求及び軽過失に基づく損害

について、予見の有無に関わらず、責任を負わない。 

3 会員間で紛争が生じた場合、当該会員間で解決するものとし、当法人は当該紛争の解決

その他一切の責任を負わない。 

4 当法人は、本規約その他諸規定の制定改廃及びそれらの規定に基づき当法人が会員に提

供していた各種特典内容の追加、変更、中断、又は終了によって生じたいかなる損害に

ついても、一切責任を負わない。 

5 会員が退会・除名等により会員資格を喪失した後も、本条の規定は継続して当該会員に

対して効力を有する。 

 

第 14 条（規約の追加・変更） 

1 本規約に定めのない事項で必要と判断されるものについては、幹事会の決議により定め

るものとする。 

2 本法人は、幹事会の決議により、本規約の全部または一部を変更することができる。当

法人により変更された本規約は、当法人の Web サイト上に掲載された時点で効力を発す

るものとし、以後会員は、当該変更された本規約に拘束されるものとする。 

 

第 15 条（準拠法及び合意管轄） 

1 当法人の活動または本規約に関して、会員に疑義が生じた場合には、当法人の幹事会に

協議を申し入れるものとし、双方が誠意をもって協議し解決に努めるものとする。 

2 当法人の活動または本規約に関して、会員と当法人の間で紛争、訴訟等が発生した場合、

その準拠法は日本法とする。 

3 会員と当法人の間に訴訟等が発生した場合、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とする。 

 

第 16 条（附則） 

規約は 2010 年 2 月 1 日からその効力を発する。 

 

 

 

以 上 


